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児童福祉法成立期の里親委託の位置づけ
貴 田 美 鈴
はじめに
本論では、児童福祉法立案から成立に至るまでの
里親の位置づけと、里親が児童福祉法に規定された
理由、及び児童福祉法制定後の里親委託の位置づけ
について考察する。
この時期を簡潔にまとめるならば、里親がわが国
において初めて公的なものとなって児童福祉法に規
定され、一時的に里親委託児童が大幅に増加した時
期である。最も里親委託が多かった1958年には統計
を取り始めた翌年の1948年から6.93倍に増加してい
る１）。一方、この間の養護施設２）入所児童は3.12倍
の増加であり、里親による家庭的な養育が急速に伸
びた時期である。しかし、1959年以降、里親委託児
童は減少に転じ、里親制度の衰退が始まっている。
すなわち、この時期は里親委託の制度化と、里親
委託の増加、そして1960年代以降の長期にわたる里
親委託減少の端緒となった重要な時期である。しか
し、松本（1985）と丹羽（2003）の研究を除くと近
年の里親制度に関する研究の大部分は、この里親制
度創設期の里親の位置づけとその問題点についてほ
とんど言及してこなかった。すなわち、里親研究の
多くが、里親制度の衰退とその要因のみに着目して
きたために、1960年以前を検討してこなかったので
ある。
ところが、この時期は、現代の要保護児童施策の
動向と多くの共通点を見いだすことができる。すな
わち、戦後から1950年代までの時期は、社会の混乱
状況の中で戦災孤児問題、浮浪児問題、青少年の非
行化による治安の低下、同時に全般的な衛生や栄養
状態の低下などへの対策が強く求められており、そ
の対策の一つとして里親委託の制度が形成されてい
った時期である。一方、近年は、児童虐待問題等の
養護問題の社会問題化、それに伴う要保護児童の増
加と保護先の不足、要保護児童対策に関する国内外
からの改善を求める圧力の存在などがあり、里親制
度の拡充・推進が求められている。このように1950
年代と現在は、強い社会的要請から、里親制度への
期待が高まってきた時期という点で共通性が見いだ
されるのである。したがって、この戦後から1950年
代の里親制度の創設と里親委託の位置づけについて
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要　旨
本論では、児童福祉法立案から成立に至るまでの里親の位置づけと、里親が児童福祉法に規定された理由、及び児童福祉法制
定後の里親委託の位置づけについて考察した。
児童福祉法立案当初から政府は個人家庭での養育を施設での集団養護より優先した。それは、施設保護だけに依存せず、「個
人家庭での養育」という概念をGHQの影響下で「里親」という言葉にし、児童の福祉を保障するために里親委託を国の管理下
におこうとしたからであった。また、児童福祉法制定後、児童の人身売買や労働搾取に対して、政府は法令通知により都道府県
に注意喚起するとともに、保護受託者制度を設け里親養育から労働を切り離そうとした。しかし、里親制度そのものが児童労働
を認めていることから、里親委託の位置づけを養育に限定することができず、労働を内包させてしまったのである。
Abstract
This  paper  considers  foster  parents  stipulated  in  the  Child  Welfare  Act  with  the  reason  for  stipulation  and
entrustment  to  foster  parents.  The  government  tried  to  depend  not  only  on  institutional  care,  express  "home  nurturing"
as  "foster  parents"  and  control  the  entrustment.  The  government  called  attention  of  municipalities  to  children's
trafficking  and  labor  exploitation  and  established  the  system  to  separate  labor  from  foster  nurturing.  However,  the
government  failed  to  position  foster  parents only in nurturing and let labor contained therein.
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表１　児童福祉法成立過程における里親の位置づけに関する年表
あらためて注目し、再検証することの意義は大きい。
そこで、本論の目的は、児童福祉法成立期におけ
る里親の位置づけと、里親が児童福祉法に規定され
た理由、及び、児童福祉法制定後の里親養育の基本
的な要綱がまとまる時期までの里親委託の位置づけ
について検討することである。
研究方法は、児童福祉法成立過程に関する資料、
里親制度の関係法令通知、国会議事録３）、厚生白書
を中心とした資料分析と先行研究に基づく文献研究
である。
１．児童福祉法成立過程における里親の位置づけ
ここでは、1947年の児童福祉法成立過程において、
政府が里親をどのように児童福祉法に位置づけるに
至ったのかその経緯を検討する。そこで、「戦災遺
児保護対策要綱案」から「児童福祉法」の制定時ま
での家庭的な保護の範囲に関係した条文を表1にま
とめた。
戦災孤児の問題は敗戦前から顕在化していたよう
であり、丹羽（2003）によると第２次世界大戦末期
には「戦災遺児保護対策要綱案（1945年６月28日）」
が作成されている（表１－①）。この要綱案では孤
児らの保護育成の方法として、養子縁組の斡旋、
個人家庭に対する養育の委託、集団保護育成の
順に記載されている。さらに、敗戦後間もない時期
に、「戦災孤児等保護対策要綱（同年９月20日）」が
出され、孤児の保護育成の方法は、個人家庭への
保護委託、養子縁組の斡旋、集団保護の順に示
されている（表１－②）。この点から、第一選択が
「養子縁組の斡旋」から「個人家庭への保護委託」
と変更されたものの、家庭での養育が施設保護より
優先されたと丹羽は述べている。その後、児童福祉
法が成立するまでの過程についても丹羽は述べてい
るが、松本（1985）４）の方がより詳細に、里親制度
が児童福祉法に組み込まれていった事情と問題点に
ついて言及し、法案策定過程での里親の位置づけの
変遷を系統的に明らかにしている。しかしながら、
松本は要保護児童の保護育成の方法として、法案策
定の当初から施設保護より里親委託や養子縁組など
家庭委託が望ましいとされている点についての言及
は十分ではない。そこで、家庭的な保護の範囲と里
親の順位の変遷に限定して、敗戦前後から児童福祉
法制定までの里親の位置づけについてここで述べ
る。
表１のなかから、保護者以外の家庭に保護する場
合の範囲について抽出すると、「個人家庭（1945.
６.28～９.20）」から「私人の家庭（1946.10.15～11.
４」に変わり、「親権者又は後見人（1946.11.４）」
がそこに加わるが、すぐにそれらは消え、「親族な
どの家庭、寺院、教会、保護団体その他適当なもの
（1946.11.26～1947.２.３）」に変わっていっている。
さらにそれらの範囲に「里親（1947.１.２～）」が加
わり、さらに最後には、「里親」のみに限定（1947.
６.２～）されている（図１を参照）。
このように家庭的な保護の範囲は、「私人」とい
う曖昧なものから、明瞭に対象を限定できる親族や
寺院・教会や保護団体に変わり、さらに、公的に認
可された里親という形態に限定されていったのであ
る。また、この変遷は私的な「私人」や「親族など
の家庭」から、半ば公的な存在としての「寺院、教
会、保護団体」へ、そして、より公的で管理、監督
可能な「里親」へという変遷でもあった。
さらに、そのような家庭的な保護先は、一番始め
に検討された「戦災遺児保護対策要綱案」の時から、
成立した「児童福祉法案」まで、一貫して、児童保
護施設ないしは児童福祉施設よりも前に示されてい
る。すなわち、法案を検討していた当初から、要保
護児童の収容、委託先は家庭的な保護先が最も望ま
しいと考えられていたことは明らかである。
２．里親を児童福祉法に取り入れた理由
松島と三吉はともに、第２次世界大戦後、戦災孤
児など要保護児童が激増する一方で、収容施設は収
容力が不十分であり、復旧も困難であったことに加
え、占領軍当局の影響もあっと述べている（松島
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図１　児童保護法案・児童福祉法案における家庭的な養育の
範囲の変遷
1950，三吉1963：15）。
しかし、三吉は、それらをあくまでも里親制度創
設の背景としてとらえ、「児童は家庭において養育
されることが最も望ましいという思想が、児童福祉
法に里親制度を採用した理由であろう」と述べてい
る（三吉1963：16）。一方、松島は、施設の収容力
を超えた要保護児童の増加により、施設の収容力の
不十分さを補う手段として里親が活用されたことを
強調している。松島は、「児童福祉法に里親が明文
化されたのは、第２次世界大戦までの長い間、施設
収容第一主義できたことが、戦後困難になったから
である」と述べている（松島1950）。さらに松島は、
「新憲法、児童福祉法の思想により、児童収容施設
の育成方法が批判されたこと、戦前の施設による里
親委託が成績をあげていたこと、里親委託の方が国
家財政にとって経済的であるから」という理由もあ
げている（松島1950）。
この二者の違いは、対立するものではなく、強調
点が違うものと考えられる。すなわち、三吉は里親
委託推進派の研究者であり、子どもの発達を保障す
るためには家庭生活が重要であることを強調し５）、
里親の有効性を第一義にとらえようとしたと考えら
れる。一方、松島は養護施設の園長であり、児童収
容施設の当時の状況を踏まえた上での見方と考えら
れる。どちらの主張も、児童福祉法に里親制度が組
み込まれた理由につながるといえる。
前述したように、この時期は、現在の養護問題に
つながる共通点を見いだすことができる。そこで、
里親制度がどのような理由で規定されてきたのかを
整理し、考察する。
　個人養育の開拓
1947年７月26日に、児童福祉法（案）要旨６）が国
会審議関係資料として提出されている。そこには、
法案の要領として、「現在、児童保護施設は、一応
存在しているが、要保護児童を早期に発見し進んで
その未然防止の措置をとる機関が不足している･･･
中略･･･児童福祉施設の内容についても改善すべき
点が少なくない」と述べている。そこで保護施策を
体系化したとして、６つの事項があげられているが、
その３番目に児童保護施設について、４番目に個人
養育の制度について言及している。
児童保護施設については「設備の貧弱及び運営の
未熟等のために、逃亡する者すら存する現状に鑑み、
中央児童福祉委員会の意見をきいて、それぞれの施
設に応ずる最低基準を設定し、その維持をはかろう
とした」と記載されている。一方、個人養育の制度
については、「施設による保護のみに依存すること
なく、篤志家による個人養育の制度（里親の制度）
を開拓した」と記載されている。このように、児童
保護施設は量的な不足だけではなく、その設備や運
営などの質的な面が問われており、国には施設だけ
に依存しない個人養育の制度を開拓したいという意
図があったと考えられる。
　占領軍当局（GHQ）７）の影響　
三吉（1963：15）は「占領軍当局の努力と相まっ
て里親制度が取りあげられた」としている。一方、
松島（1950）は「占領軍当局が里親委託を相当強力
に推挙した」とした。両者の表現は異なるが、占領
軍当局の影響についてそれぞれ述べている。また、
岩永（2006）は占領軍の文書記録の分析から、その
内容を具体的に次のように示している。すなわち、
占領軍の公衆衛生福祉局８）（以後PHWと略す）が
1946年９月に作成した「日本政府宛覚書草案」には、
12のプログラムを記載し、その中の４，５，６番目
に、「有効な里親措置プログラム」、「里親家庭に対
する均一基準による適切な政府補償」、「適当な里親
家庭がない児童の世話と処遇のために、適切に指導
監督された公私施設」を提案している（岩永2006）。
それについて、岩永は６番目の提案について、「施
設より里親を重視しており、厚生省発案とは考えに
くい」と述べている。
しかし、前述したように、厚生省は当初より児童
保護育成として「家庭的な養育」の重要性は認識し
ており、施設より里親を重視していたのである。し
たがって、この考え方はGHQの指示だけで生まれ
たものではない。むしろ、筆者は、里親という言葉
が法案に取り込まれた時期に注目したい。表１に示
したように、法案に里親という言葉が入ったのは、
「児童保護法案」から、「児童福祉法案」へと法律案
の名称自体が改められた1947年１月２日である。
また、岩永が引用した「日本政府宛覚書草案」に
基づいたものと思われるGHQ公衆衛生福祉部覚書
「監督保護を要する児童の件９）」（1946年10月16日）
には、里親に相当する部分として「虐待防止の、積
極的養育家庭監督計画」、「養育家族に対する適当な
政府補償の均等な基準」という記述があるが、これ
らの「養育家庭」、又は「養育家族」と翻訳されて
いる部分の原語は「foster home」ないしは「foster
parents」であろう。さらに、最後の帝国議会とな
った第92回議会における厚生大臣答弁資料の中に
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「個々の私人が親に変わる愛情を以つてする温かい
家庭委託の制度を確立する10）」という表現が見られ
るが、ここにおいても里親という言葉は見られない。
このような状況から考えると、政府の中には、後に
児童福祉法に規定されることになる「里親」という
概念に対して、「里親」という用語は定着していな
かったことが見てとれる。
一方、GHQ/PHWの文書（WEEKLY BULLETIN）11）
にはかなり早くから「foster home」という言葉が
見られる。その中で最も早いものは1946年３月17日
～23日12）である。なかでも、1946年11月10日～16日13）
のものには「Child Placement（Foster Home
Program）」と具体的な児童の保護措置として里親
制度の提案がなされているのである。
以上のような状況を総合してみるならば、政府は、
児童福祉法に規定された「里親」に相当する「個人
家庭での養育」という概念を当初からもっていたも
のの、「里親」という言葉を使用していなかった。
しかし、途中からGHQの影響もあり、「里親」とい
う言葉をその概念に当てはめていったのである。
　児童の福祉の保障
厚生省の児童局養護課事務官であった網野は、児
童福祉法に里親が規定される前の私的に行われてい
た里親の慣行を調査し（1948a）、児童が委託される
経路から里親を「児童の保護者が親戚、知人にな
ど縁故者に直接に委託するもの、仲介業者の斡旋
によるもの、養育院などの収容施設から委託した
もの」と３つに分類している（網野1948b）。この
の場合でも、「わずかな指導と監督がなされている
にすぎず」、いずれも「委託後の児童に不幸と危険
が去来する公算が大きかった」と評価している（網
野1948b）。そこで「児童の保護の一つの形態とし里
親制度を規定し（網野1948b）」、「里親養育に、法的
規制を与えることによって児童の福祉を保障しよう
とした（網野1950）」と述べている。また、1947年
６月２日の児童福祉法要綱案（表１－⑫）には、
「都道府県知事は、里親が児童の虐待にわたること
のないように、常に監督しなければならない（第31
条）」と記述されている。さらに、児童福祉法案の
国会審議の中で、厚生省の米澤常道児童局長は、
「これまで施設独自に、言わば私的に行ってきた里
親を制度として法律上に規定し、里親委託を都道府
県知事が委託する制度としていきたい」と述べてい
る14）。
以上のように、戦前には里親に預けるといっても、
子どもの委託にあたっての指導・監督は施設委託の
場合に多少あるのみであった。そこでの生活は児童
の福祉が踏みにじられることが多かったことから、
国は里親委託を監督される対象として法的な管理下
におき、児童の福祉を保障するために里親を児童福
祉法に規定したのである。
　里親が規定された理由のまとめ
以上をまとめると、里親委託が児童福祉法にとり
入れられた理由として、①施設保護だけに依存しな
い個人養育の開拓が推進された。②日本政府が当初
から考えていた「個人家庭での養育」という概念を
GHQが提唱する「Child Placement （Foster Home
Program）」という概念に当てはめることで「里親」
という言葉が規定された。③児童の福祉を保障する
ために里親委託を国の管理下におこうとした。以上
の３点があげられる。
従来の研究では、松島（1950）も述べているよう
に、施設の収容力の不十分さを補う手段として里親
が活用されたという見方が多かったが、本論では、
むしろ、積極的に里親委託を児童保護育成の方法と
して推進していこうとする国の意図が示された。
３．里親制度の法的整備
里親が児童福祉法に取り入れられた理由について
は、積極的に里親委託を児童保護育成の方法として
推進していこうとしたためであると述べた。そこで、
児童福祉法成立後、里親制度の基本的な要綱がまと
まっていった里親制度の構築期の経緯を検討し、国
の里親制度に対する認識、及び意図を考察する。
前述した経緯で1947年12月12日に「児童福祉法」
は公布された。そして同法の第27条第１項第３号に、
「里親（保護者のない兒童または保護者に監護させ
ることが不適当であると認められる兒童を養育する
ことを希望する者であって、都道府懸知事が適当と
認める者）」と里親を規定した（表1－⑮）。他の児
童福祉施設は、同法第36条から第44条まで、それぞ
れ１条を設けて定義しているのに対して、この里親
の定義だけが条文の中に括弧でくくられて説明され
ている。そこで、中川（2004）は「児童福祉法の中
に『里親』という言葉とその定義が記されたという
だけであり、里親制度は制度としては中途半端なス
タートであった」と述べている。
しかし、この指摘は条文の表層的な表現をとらえ
ているだけで適切なものとはいえない。なぜなら、
国会での児童福祉法案の審議において、米澤政府委
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表２　児童福祉法制定後の里親制度及び保護受託者制度に関する法令通知年表
員の発言には、中途半端な定義ということではなく、
里親制度を整備・拡大させていこうとする意欲が示
されている。米澤政府委員は、「できるだけこの制
度を一つの児童関係の有力な方法として育てて行き
たいと考えているため、取締り的なことをするより
も、できるだけ行政的に、指導その他によって開拓
して行きたい」と述べている15）。これは、里親の義
務や子どもへの虐待などがあったときの罰則規定を
強調すると里親開拓が進まないのではないかという
危惧を示すとともに、国がその後の制度の整備に意
欲を表明しているものととらえられる。
では、なぜ、里親に関する条文が、施設などと比
べ簡潔なものとなったのか。網野（1950）は児童福
祉法立案当時、「里親制度に関する研究が十分に行
き届かなかたっことから、立案者の意識の底に沈殿
したことが原因であろう」と述べている。しかし、
その不十分さについて立案者たちは、気づいていた
からこそ、里親の範囲のみを規定し、その運用に関
わる記述を児童福祉法から省略したとも考えられ
る。
事実、1947年６月２日案（表１－⑫）においては
里親について１条を設け里親登録や里親の監督につ
いて規定していたが、８月11日の政府提出の最終法
案では、簡潔に記述されるのみに後退し、そのまま
可決されている。これは意識的に里親に関する条項
を簡潔にし、法案成立後の里親制度整備の過程にお
いて、里親養育の問題点を勘案しつつ、運用の規定
を定めていこうとしたと考えられる。
そこで、里親委託の具体的な運営方法が規定され、
里親制度が段階を追って整備されていった過程を示
すために里親に関する法令通知を表２にまとめた。
まず、1948年３月には「児童福祉法施行令」で、里
親の認定方式や里親の訪問指導が規定された（表
２－①）。続いて、同月発令の「児童福祉法施行規
則」では、里親希望者の申し出や里親登録簿への登
録などが規定された（表２－③）。
さらに、同年10月に事務次官通知「里親家庭養育
の運営に関して」が出され、里親の指導・監督は都
道府県知事と明記され、里親はその希望を出した者
が都道府県知事により認定を受けなければならない
とされた（表２－④）。さらに、この通知には別紙
として、「家庭養育運営要綱」が添付されており、
里親制度の実際の運営方針が具体的に定められてい
る。このように、里親制度の運営方法を定めるのに、
法の成立から約１年をかけて、じっくりと運用方法
を固めていったのである。
「家庭養育運営要綱」が定められた後にも、1949
年４月には、小島徳雄児童局長がさらに里親の啓発
に努めていきたいとの意気込みを述べている16）。こ
の発言からも里親制度の拡充への姿勢がうかがえる
ように、1950年５月には、「児童福祉法の一部を改
正する法律（第４次改正）」により、児童福祉法第
45条第１項において里親の最低基準を定めている
（表２－⑦）。最低基準を定めた理由については、高
田厚生事務官（児童局長）は、「厚生省令で定めら
れている児童福祉施設の最低基準を里親養育につい
ても拡充する」とし、最低基準の目的は「里親の養
育を科学的、合理的なものとし、兒童の健全な育成
を保障すること」と述べている。17）
以上の経過から、政府は積極的に里親制度構築の
ための法的整備を進めていったのである。
４．人身売買・児童労働と里親制度
里親制度が児童福祉法に組み込まれた理由の一つ
に、里親養育を法的に監督することで、身売りなど
児童の福祉を脅かすようなことを防止するためであ
ることを前述した。当時の児童労働やそれにつなが
る身売りは、現代の児童虐待に匹敵する当時の重大
な社会問題と考えられる。そこで、児童労働や人身
売買に対する国の対応策を通じて里親制度の位置づ
けをあらためて考察する。
里親制度に関連して児童労働や人身売買について
触れた数少ない研究の一つに松本（1985）の研究が
ある。松本はその中で、里親制度が出発点から内包
している問題の一つに一般認識としての「里親への
根強い不信感」とそこからくる「公的機関による里
親への監督と取締りの期待」があったことを指摘し
ている。その不信感とは、「何らかの事情をもつ親
からの個人的な契約によって養育料あるいは労働力
をあてにして預かる」ものであり、そこには虐待や
酷使がしばしばあるという一般の評価であったとい
うのである。そこで松本は「新しい里親制度は古い
里親意識を引きずったまま出発した」ことが里親制
度の発展を阻害したと評価している。また、事実、
「制度発足後しばらくは古い里親の実態が存在し、
行政当局も労働力利用目的の里親を認めていた」こ
とを松本は示している。実際、1948年10月に出され
た「家庭養育運営要綱」は、条件付きで児童を養育
しながら働かせることを容認している（表２－④）。
つまり、松本（1985）も述べているように里親制度
が児童の労働をまったく排除した養育のみの制度で
はなかったことが確認できる。
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また、加登田（2009）は「舵子事件」といわれる
事件を題材にしながら、他人の児童を引き取りその
家庭で養育又は雇用する（以下、家庭養育雇用と呼
ぶ）慣行における労働問題を扱っている。加登田に
よれば、舵子事件の発生した瀬戸内海地方には、農
漁村の貧しさを背景として、「買子（カイゴ）」や
「納屋子（ノンコ）」、あるいは「メシモライ」、「舵
子」と呼ばれる児童労働のシステムが伝統的あり、
児童福祉法の制定後もこのような家庭養育雇用の慣
行が存在していたことを明らかにしている。さらに、
この舵子事件の後、栃木県の農家における事件が新
聞紙上に、「児童の人身売買事件」として取りあげ
られたのを契機に、同種の事件が顕在化して社会問
題となり、家庭養育雇用は、「人身売買として位置
づけられ、里親制度を利用するという行政コントロ
ールを受けることになった」と加登田は述べている。
実際、この家庭養育雇用を監督するため、1949年５
月に「親元を離れ他人の家庭に養育され又は雇用さ
れている児童の保護について」が出されている（表
２－⑤）。この通知の保護対策実施要綱は、児童が
就職するときは公共職業安定所を利用すること、児
童の就学を奨励すること、仲介業者を排除して里親
制度の徹底普及を図ることなどを示している。
さらに、山本（1952）は、里親制度そのものが労
働力の補給源という副次的目的をもっていると考察
している。すなわち、里親制度の目的は第一義的に
は不遇な児童の養育であるが、副次的には種々な目
的のために運用されているとし、副次的目的の一つ
として、労働力の補給源としての里子委託を指摘し
ている。山本は、この根拠として委託児童の８割前
後が男子であること、15才以上の者が２割前後を占
めていること、里親の職業が農業・漁業・商業等、
比較的年少者でも労働力となる職業が多くを占めて
いること、３人以上の子どもをもつ多子家庭に預け
られていることをあげている（山本1952）。
以上の三者の指摘を考え合わせると、家庭養育雇
用は児童の労働搾取につながりやすいものとして社
会問題となっていった。そこで、里親制度の活用に
よって人身売買を防止し、家庭養育雇用を行政の管
理下におくことになった。一方で、行政は労働力と
して子どもを預かる目的の里親を認めており、里親
制度は労働力の補給源としての副次的目的をもって
しまったのである。このように、児童の労働搾取や
人身売買を防止するための里親の位置づけは揺ら
ぎ、国にとっては、大きな誤算であったに違いない。
そこで、労働搾取や人身売買を防止するための国の
対応の経緯を表２から順を追って見ていく。まず、
都道府県知事に対して、児童を里親に委託したとき
は、児童相談所等を通じて厳重にこれを監督し、労
働力搾取という行為がないよう、国は注意喚起して
いる（表２－②）。また、1948年10月に「家庭養育
運営要綱」を示し、養子縁組についても児童相談所
長が相談と斡旋の機能を果たすことになった（表
２－④）。この件については、1949年３月、国会で
谷口弥三郎議員は、昔から子どもの身売りを養子縁
組の形式によって偽装してきたことの問題を指摘し
ている18）。そこで、養子縁組が子どもの福祉を保障
する制度とはなり得ない場合があるので、民法上の
制度である養子縁組についても児童相談所長に権限
を委任し、身売りとして利用することを防止しよう
としたのである。さらに、1949年６月「児童福祉法
の一部を改正する法律（第３次改正）」に、人身売
買防止のため、営利を目的として児童を斡旋する行
為の禁止規定が組み込まれ、同居児童の届け出制度
を設けている（表２－⑥）。以上のような法令通知
により、国は労働搾取や人身売買の防止を図った。
５．人身売買・児童労働と保護受託者制度
以上のように国は、人身売買防止のための禁止規
定を法律に組み込んだり、労働力の搾取防止のさま
ざまな通知を都道府県に出したりしている。
ところで、「児童福祉法の一部を改正する法律
（第５次改正）」に新たに取りいれられた保護受託者
制度の意義については松本も加登田も山本もほとん
ど触れていない。しかしながら、筆者は保護受託者
制度の導入は里親制度の問題と深く関わっていたと
とらえる。そこで、以下では、里親制度との関わり
において保護受託者制度の導入とその背景について
触れておく。
さて、1951年に保護受託者制度が新たに導入され
た（表２－⑧）。この制度は、学校教育法に定める
義務教育を修了した要保護児童を家庭に預かったり
通わせたりして保護する制度である。里親制度と保
護受託者制度は、浮浪児や戦災孤児の家庭的保護と
いう共通点があったが、保護受託者制度は、年長児
童のために独立自活に必要な指導を受けさせる職親
という目的と意義があった。つまり、国は、里親制
度が労働力の補給源となっていることを認識したた
めに、保護受託者制度を設け、里親制度から労働と
いう部分を切り離し、里親制度を純粋に養育する制
度としたいという意図があった19）。言わば、年長児
童を労働力として求めている家庭の里親制度の利用
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を阻止し、保護受託者制度を利用させることにより、
他人の家庭に預けられ、労働することを公に認めた
ものといえる。
しかし、この保護受託者制度についても、国会で
「労働の搾取にならないか」という質問を出され、
政府委員は、「労働搾取にならないよう、十分な注
意を払っていきたい」と回答している（1952年２月）20）。
その後、通知により児童の福祉を阻害する行為の禁
止のための一つの方策として、保護受託者制度を活
用し適正な労働の便宜を図るよう都道府県に指導し
ている（表２－⑩⑪⑫）。以上のように、児童の労
働搾取に対して政府や政治家が敏感になり対応して
いたことがうかがえる。しかし、保護受託者制度は、
里親制度に比べほとんど活用されなかった21）。
まとめ
本論では、はじめに、児童福祉法成立期における
里親の位置づけの変遷を検討した。その結果、立案
の当初から措置先として個人家庭の方が施設よりも
常に優先順位が上であったことが確認された。
次に、里親が児童福祉法に規定された理由につい
て検討した結果、①施設保護だけに依存しない個人
養育の開拓が推進された。②日本政府が当初から考
えていた「個人家庭での養育」という概念をGHQ
が提唱する「Child Placement （Foster Home
Program）」という概念に当てはめることで里親と
いう言葉が規定された。③児童の福祉を保障するた
めに里親委託を国の管理下におこうとした。以上の
３つの理由が示された。
さらに、国は、児童福祉法成立後、児童の福祉増
進のための適切な環境として里親を規定したにもか
かわらず、当時は家庭養育と子どもの労働は切り離
せない状況が多々あった。そこで、国は、児童の労
働搾取や人身売買を防止するために里親制度を活用
することや、都道府県知事に対して、厳重に里親委
託を監督し、労働搾取という行為がないよう注意喚
起することに追われたのである。そして、国は里親
委託の位置づけを労働を含まない養育とするため、
年長児については、独立自活という観点から保護受
託者制度を設けた。しかし、保護受託者制度は十分
に機能しなかった。
以上を考え合わせると、政府は個人家庭での養育
を施設での集団養護より優先したものの、個人家庭
である里親委託の位置づけを適切な養育というもの
に限定することができず、同時に労働を内包させて
しまったのである。こうした里親委託の位置づけは、
その後の里親制度の衰退にどのように影響していく
のであろうか。この疑問については今後の研究の課
題にしたい。
付　記
本研究は平成22年度日本学術振興会科学研究費研
究活動スタート支援№21830168の助成を受けたもの
である。
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１）1948年を起点としたのは、1947年は年度途中に
児童福祉法が制定された年であり、統計を取り
始めた年でもあり、戦後の混乱期でもあること
を考えると、1947年のデータよりも、1948年の
方が正確であると判断したからである。
２）養護施設は、1947年、児童福祉法第41条に「養
護施設は、乳児を除いて、保護者のない児童、
虐待されている児童その他環境上養護を要する
児童を入所させて、これを養護することを目的
とする施設とする」と規定されている。
３）国会議事録は、国会議事録検索システム
（ttp://kokkai. ndl. go. jp/）から検索した。
４）松本園子（1985）「社会的養護の方法としての
里親制度の検討（1）現行里親制度の発足の事
情と問題点」『淑徳短期大学研究紀要』24，81-
93。
５）三吉は、1900年に刊行されたエレン・ケイ
（Ellen Key）の「児童の世紀」や、1909年の白
亜館会議（White House Conference）でアメ
リカ大統領テオドール・ルーズベルト
（Theodore Roosvelt）が「家庭生活は文明所産
のうち最も高い、最も美しいものである。精神
と性格を形造る力である。児童は緊急やむを得
ない理由がない限り、家庭生活から引き離して
はならない」などの提言を基に、家庭での養育
が最も望ましいという思想を述べている。
６）この児童福祉法（案）要旨は、『児童福祉法成
立資料集成上巻』pp.763-765に収録されている。
７）GHQとは日本を占領した連合国軍総司令部の
こと。
８）公衆衛生福祉局（PHW）は、1945年10月２日、
GHQの発足と共に設置された。同局は防疫、
保健、福祉、衛生行政等を担当し、厚生省の再
編、保健所制度の強化、医術・歯科医術・看護
等の分野の改革、麻薬取締り、児童福祉、身体
障害者福祉、社会保障、公的扶助、伝染病予防
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局（PHW）がまとめた府県軍政チームへの連
絡文書のことである。（http://www. rekishow.
org/GHQ-PHW/ index.html）
12）Public Health and Welfare Weekly Bulletin
Feb. 17-Feb. 23 1946 PHW05186.
13）Public Health and Welfare Weekly Bulletin 
Nov. 10-Nov. 16 1946 PHW05195.
14）1947年10月６日衆議院厚生委員会20号。
15）1947年９月19日参議院厚生委員会15号。
16）1949年４月６日参議院厚生委員会４号。
17）1950年４月26日衆議院厚生委員会32号。
18）1949年３月24日参議院厚生委員会２号。
19）1952年２月21日参議院厚生委員会８号にて、高
田正巳政府委員は、「保護受託者制度を別に設
けたので、里親は純粋に養育をするものに限っ
て行きたいと非常に厳格に考えている」と述べ
ている。
20）1952年２月21日参議院厚生委員会８号。質問は
藤原道子委員、回答は高田正巳政府委員であっ
た。
21）里親への委託児童数と保護受託者への委託児童
数は、1952年は、7,536人と109人、1953年は
8,041人と173人、1954年は8,633人と223人であ
った（厚生白書）。
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